
川崎市障害者災害時個別避難計画作成事業事務取扱要領 
 

（目的） 
第１条 この要領は、川崎市障害者災害時個別避難計画作成事業実施要綱（以下「要綱」という。）

に基づいて実施する障害福祉サービス利用者に対する災害時個別避難計画の作成について、必

要な事項を定めることを目的とする。 
（個別避難計画優先作成対象者） 

第２条 要綱第２条第３項に規定する「優先して個別避難計画を作成する者」は、次の各号のい

ずれかの要件に該当する者とし、障害支援区分が重度の作成対象者から優先して作成するもの

とする。 
（１）独居と認められる者 
（２）日中独居と認められる者 
（３）同一家屋内に居住する親族が、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に

規定する障害者若しくは６５歳以上の高齢者のみで構成される者 
２ 前項に関わらず、障害支援区分６に該当する場合は、個別避難計画を優先作成することがで

きる。 
 （個別避難計画作成支援者） 
第３条 個別避難計画を作成支援することができる事業者は市内に所在地を置き、次の各号のい

ずれかに該当する事業者とする。 
（１）障害者総合支援法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者 
（２）障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者 
（３）川崎市障害者相談支援センター事業実施要綱第２条第１項第２号に規定する地域相談支援

センター及び同項第３号に規定する基幹相談支援センター 
（４）その他市長が認めた者 
２ 前項の事業所の職員で個別避難計画の作成支援ができる者（以下、「作成支援者」という。）

は、市が定める個別避難計画の作成に必要な研修を受講した者、または同等の知識を有する者

とする。 
 （個別避難計画の作成時期） 
第４条 本事業により個別避難計画を新規作成することができる時期は次の各号にかかげるもの

とする。 
（１）障害福祉サービスの新規、変更、更新によるサービス等利用計画案の作成が必要な時 
（２）誕生月による障害福祉サービスの利用者負担の更新が必要な時 
（３）その他市長が必要と認めた時 
 （個別避難計画の変更時期） 
第５条 前条の規定により作成した個別避難計画について、要支援者の心身状況、生活環境等、

災害時の避難行動に影響がある変化が認められる場合、個別避難計画の見直しを行うことがで

きる。 
 （個別避難計画の更新時期） 



 
 

第６条 第４条及び第５条の規定に基づき個別避難計画を作成した場合、要支援者の誕生月を目

途に、個別避難計画の記載内容を確認し、新たに作成することができる。 
  なお、要支援者がセルフプランによりサービス等利用計画を作成している場合、障害支援区

分の更新を目途に、個別避難計画の記載内容を確認し、法定項目に変更がある場合のみ、新た

に作成することができる。 
（個別避難計画の提出） 

第７条 第４条、第５条及び第６条の規定により作成した個別避難計画について、作成支援者も

しくは作成対象者は、作成対象者が受給している障害福祉サービスの実施機関である各区高齢・

障害課に提出する。 
 （個別避難計画の保管） 
第８条 第４条、第５条及び第６条の規定により作成した個別避難計画について、作成支援者及

び作成対象者双方で保管するとともに、前条の規定により、各区高齢・障害課に提出された個

別避難計画については、各所属において保管する。 
 （個別避難計画の作成費用） 
第９条 指定特定相談支援事業者、指定障害福祉サービス事業者が個別避難計画を作成した場合、

市が１件あたり 7,000 円の計画作成費を支払う。 
２ 計画作成費の請求方法については、別に定める。 

（その他） 
第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項については、健康福祉局長が別に定める。 

 
附 則 

この要領は、令和４年１月２１日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要領は、令和６年９月２４日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 


